







































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 5）　黄主編・前掲（ 3） 2頁。
86　　比較法学 54巻 3号
2 ．第 1章の解説
　第 1章は，主として2001年婚姻法第 1章「総則」の内容を踏襲した上で修正
がなされたものであり，婚姻家庭編の対象，基本原則，家庭構成員間の義務，
養子縁組関係の原則，及び親族と近親者の範囲に関する総括的な規定が置かれ
ている。今回の民法典の制定によって，以下の点で重大な変化が見られる。
（ 1）生育と婚姻の自由
　民法典1041条は，2001年婚姻法 2条に規定する「計画出産」を実行する原則
を削除した。これは，計画出産政策の廃止と2016年中国共産党第18期中央委員
会第 5回全体会議において打ち出された全面二人っ子政策の施行に関わるもの
である。民法上の意義としては，国による人口政策や産児制限よりも，個人の
産児・生育・結婚の自由を保障する趣旨を強く打ち出したものと考えられる。
　この点に関して，民法典婚姻家族編第 2編において，2001年婚姻法 5条で推
奨される「遅く結婚し遅く出産する」政策が廃止されることになった（民法典
1047条）。
（ 2）家庭文明の建設
　民法典1043条は，2001年婚姻法 4条に，「家庭は，優良な家風を樹立し，家
庭美徳を発展させ輝かしいものにし，家庭文明の建設を重視しなければならな
い」という規定を追加した。これは，中国独自の社会主義核心価値観及び習近
平主席の家庭文明建設に関する重要演説に基礎を置くものであり（6），家族関係
の強化と社会関係の安定に寄与することを目的としている（7）。ところで，この
規定は，明確な法的効果を含んでおらず，法としての規範的構成も有しないた
め，中国社会で提唱されている婚姻家庭関係の理念や基本方針を宣言するもの
にすぎないとされ，本編のその他条文と結びつけてはじめて，法的効力を有す
ると解されている（8）。
（ 3）養子縁組の原則
　中華人民共和国収養法第 2条は，「養子縁組は，未成年者の養育・成長に有
利であるべき」であると規定している。その上で，民法典1044条によって，養
子に最も有利となる（子の利益）という養子縁組の原則が確立されている。こ
れは，児童の権利に関する条約の締約国たる中国では，同条約 9条に定められ
（ 6）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）16頁。
（ 7）　黄薇主編『中華人民共和国民法典釈義（下）』1946─1947頁（法律出版社，
2020）。
（ 8）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）27頁。
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る子の最善の利益原則を尊重する姿勢の表れとされている（9）。
　また，「養子となる者及び養親となる者の合法的権益を保障する」という文
言も，民法典1044条に規定されている。本条の適用の際には，養子となる者の
利益と養親となる者の利益を如何に調整するのかが問われている。本条は，養
子に最も有利となる（子の利益）という原則と養親の合法的権益を保護する原
則という二つの独立の原則を含んでいる。しかし，前者を主な原則とし，後者
を副次的な原則とするため，養親の利益と比べて，養子の利益を重視すべきで
あるとする見解も主張されている（10）。これに対して，本条は，養子に最も有
利となる（子の利益）原則のもとで，養子と養親双方の利益を保護すべきであ
ると解する説も存在する（11）。両者の利益が衝突するような場合には，養親の
利益より，養子の利益が優先されると解されることは，言うまでもない。
（ 4）近親者の範囲
　民法典1045条は，近親者の範囲を特定して明確にした条文である。本条文に
は，これまで広がりすぎる傾向にあった近親者の範囲について，直系血族に限
定することにした。この点に関して，本人と共同で生活している直系姻族関係
にある者は，民法典において近親者として扱われるか否かという点につき活発
な議論が展開された。しかし，立法者は，近親者の間では権利・義務関係が認
められなければならないところ，直系姻族の間の権利・義務関係を確定するこ
とができないとして，消極的な立場に立った（12）。さらに，直系姻族は，本人
と共同生活していても，必ずしも共同生活の際の法的義務を負わないため，近
親者として認定されるべきでないとする見解もある（13）。
3 ．第 2章の解説
　第 2章は，婚姻の条件，婚姻の禁止事由，婚姻の手続き，婚姻の取消と無効
な婚姻の法的効果を規定している。以下に挙げられている点については，民法
典の編纂によって，かなり実質的変化が見られる。
（ 9）　石宏主編『中華人民共和国民法典立法精解（下）』1379頁（中国検察出版
社，2020）。
（10）　黄主編・前掲（ 7）1949頁。
（11）　楊立新主編『《中華人民共和国民法典》条文精釈与実案全析（下）』89頁
（中国人民大学出版社，2020）。
（12）　黄主編・前掲（ 3） 2頁。
（13）　黄主編・前掲（ 7）1953頁。
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（ 1）婚姻禁止・婚姻無効の事由
　民法典1048条と民法典1050条によって，2001年婚姻法 7条に規定している
「医学上婚姻すべきでないと認められる疾病」という婚姻禁止・婚姻無効の事
由が削除された。
　これは，「重大な疾病を患う自然人の婚姻権を保障することに有利であり，
婚姻自由の原則を掲げている」（14）と評価されている。立法時も，疾病に関する
婚姻制限に反対する諸説には，以下の理由が挙げられていた。①婚姻の当事者
が，相手方が医学上婚姻すべきでないと認められる疾病を患うことを知悉した
上で婚姻をすることは，当事者の自由な意思に基づくものである（15）。私法と
しての民法は，このような婚姻の自由を制限すべきではない（16）。②実務上，
医学上婚姻すべきでないと認められる疾病を明確に認定すること，特に列挙の
方式によってこれを挙げることは困難である（17）。また，どの機関がこのよう
な疾病の種類を決める権限があるかということも，きわめて不明瞭である（18）。
医学の面においてこれらの点を明らかにすることはできないため，仮に「医学
上婚姻すべきでないと認められる疾病」を事由としても，実際的な意味がない
と批判されていた（19）。
　さらに，「医学上婚姻すべきでないと認められる疾病」を患う者は，婚姻で
きない不利益を恐れて自身の疾病を隠すこともある。言い換えると，この事由
を削除しても，必ずしも相手方の婚姻の真意を曲げるリスクがないとは限らな
い。相手方の婚姻の利益を救済するために，民法典1053条は，重大な疾病を事
実通りに告知しないことを婚姻の取消しの事由とするにとどめた。
（ 2）強迫による婚姻の取消しに係る請求期間の起算日
　民法典1052条は，強迫による婚姻の取消しに係る請求期間の主な起算日を
2001年婚姻法11条に規定する「婚姻登記の日」から「強迫行為の終了した日」
に修正した。これによって，強迫による婚姻の取消しを請求できる主な期間
（14）　楊立新主編『中華人民共和国民法典釈義与案例評注・婚姻家庭編』54頁
（中国法制出版社，2020）。
（15）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）619頁。
（16）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）43頁。
（17）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）620頁。
（18）　江必新主編『民法典重点修改及新条文解読（下冊）人格権編・婚姻家庭
編・継承編・侵権責任編』810頁〔劉瓊〕（中国法制出版社，2020）。
（19）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）620頁。
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は，「婚姻登記の日からの一年以内」から「強迫行為の終止した日から一年以
内」に変更した。
　立法者によると，本条の修正の理由は，婚姻登記の日から一年が経過して
も，強迫行為が続いている場合に救済を付与するという点にある（20）。具体的
に言うと，仮に婚姻登記の日から一年以内に，強迫された者が，まだ強迫され
て意思決定の自由が回復していない状態にあれば，客観的に婚姻の取消しを請
求することができない。この場合には，もし上記の期限を「婚姻登記の日から
の一年以内」に設定すれば，当事者が婚姻の取消しを請求することができる権
利が，事実上制限・剥奪されるおそれがあるからである（21）。
　強迫行為の継続性を考慮し，民法典1052条による上記起算日の変更は，強迫
による婚姻の被害者が婚姻取消しの救済を申し立てることに資するものとされ
る（22）。
（ 3）婚姻の無効・婚姻の取消しの際の損害賠償請求権
　民法典1054条は，2001年婚姻法12条の下で，婚姻の無効・婚姻の取消しに過
失のない無責当事者に，過失のある有責な当事者に対する損害賠償請求権を付
与している。
　本規定の修正は，2001年婚姻法46条に規定する離婚による過失のない当事者
の損害賠償請求権に係る 4種の法定事由（現行規定は民法典1091条にある）の
下で，過失のない無責当事者の損害賠償請求権に係る法定事由を拡大したもの
と解されている。
　本修正の理由は，以下の諸点にある。①2011年婚姻法12条は，過失のない側
に配慮するという原則に基づいて，協議が調わない場合の同居期間中に得た財
産を処理することを規定している。しかし，これだけでは過失のない無責当事
者に対する救済として不十分であると批判されていた（23）。②婚姻の無効・婚
姻の取消しによって，過失のない無責当事者の人身・財産の利益を侵害したた
め，過失のある有責当事者は，相応の損害賠償をしなければならない（24）。③
過失のある有責当事者に損害賠償の責任を負わせないと，有責で違法な行為を
抑制することができない（25）。上記の 3つの理由はともに，不法行為に基づく
（20）　黄主編・前掲（ 7）1967頁。
（21）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）59頁。
（22）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）59頁。
（23）　黄主編・前掲（ 3）54頁，石主編・前掲（ 9）1397─1398頁。
（24）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）515頁。
90　　比較法学 54巻 3号
損害賠償の基本原理に基づいたものである。
4 ．第 3章の解説
　第 3章は，家庭関係に関する規定であり，主として，夫婦間の関係と親子関
係及び近親者との関係をめぐる権利義務を定めている。新しい民法典の規定
は，以下の点を明確にした。
（ 1）夫婦の共同債務の範囲
　2001年婚姻法においては，夫婦の共同債務の負担の決め方を規定している
（同法19条，41条）ものの，夫婦の共同債務の範囲に関する明確な規定やルー
ルを欠いていた。
　そのため，2003年に施行した最高人民法院関与適用《中華人民共和国婚姻
法》若干問題的解釈（二）（以下，婚姻法司法解釈二）24条は，「婚姻関係の存
続」を夫婦の共同債務の認定時の唯一の条件とした。これによって，夫婦の共
同債務の範囲の認定基準が一定程度明確されたとの評価がないわけではなかっ
た（26）。
　しかしながら，婚姻法司法解釈二24条は，偽装離婚をして共同債務を免れる
という問題が多発している社会状況のもとで，夫婦の共謀による債務逃れの予
防という立法目的に基づいたものであり（27），債権者の債権回収の利益を確保
するために，共同債務の成立を原則化した。他方で，夫婦の共同債務の範囲を
拡張し，夫婦の一方に過大な負担を課す危険もないわけではなかった。そのた
め，婚姻法司法解釈24条の適用によって，夫婦の一方は，債権者と共謀して相
手方の財産権を侵害することも多くなると批判されてきた（28）。
　このような問題に対処するために，最高人民法院関与適用《中華人民共和国
婚姻法》若干問題的解釈（二）的補充規定（以下，婚姻法司法解釈二24条補充
規定）は，婚姻法司法解釈24条の下で，「夫婦の一方と第三者が馴れ合って捏
造した債務」と「夫婦の一方が賭博又は麻薬使用等違法犯罪活動をするとき負
わされた債務」は夫婦の共同債務に属しないという規定を加えた。この 2種類
の債務が夫婦の共同債務に属することは，従来の司法実務で承認されてい
た（29）。婚姻法司法解釈二24条補充規定は，この点を明文化したにすぎなかっ
（25）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）515頁。
（26）　江主編・前掲（18）829頁〔方芳〕。
（27）　黄主編・前掲（ 7）2000頁。
（28）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）93頁。
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た。
　以上のように，婚姻法司法解釈24条は，「婚姻関係の存続」という夫婦の共
同債務の範囲の認定基準・条件を設けていたものの，婚姻法司法解釈二24条補
充規定と合わせて見ても，決して夫婦の共同債務の範囲を明らかにした規定や
ルールとは思われなかった。さらに，婚姻法司法解釈二24条補充規定が施行さ
れた後にも，上記の第三者との共謀による一方の配偶者への財産権侵害，及
び，日常家事名義の債務による一方の配偶者への財産権侵害の問題はさらに深
刻化した（30）。そのため，民間において夫婦の共同債務の範囲を特定し明確に
すべきだとする声がますます強まってきていた（31）。
　そこで，2018年，最高人民法院は，最高人民法院関于審理渉及夫妻債務糾紛
案件適用法律有関問題的解釈を公布・施行し，夫婦の共同債務の範囲を「夫婦
双方が共同の意思表示をすることによって負った債務」，「夫婦の一方が婚姻関
係存続期間に個人の名義で家庭の日常生活の必要のために負った債務」，「夫婦
の共同生活，共同の生産経営に使われる債務」という 3種の債務に限定した。
この解釈が施行されて以来，このような夫婦の共同債務の範囲の限定・明確化
は，夫婦双方の家庭財産に対するアクセス権を保障し，取引の安全を確保する
と積極的に評価されてきた（32）。
　このような夫婦共同債務に関する運用の改善に鑑みて，民法典1064条は，上
記解釈の文言をわずかに修正し，上記解釈と同様に，夫婦の共同債務の範囲を
上記の 3種の債務に限定した。ところで，この 3種の債務を認定する場合であ
っても，夫婦の共同の意思表示を具体的にどのように確認するのか，日常生活
に必要であるという基準を如何に把握するのか，といった問題などを具体的に
検討しなければならない。
（ 2）親子関係の確認
　中国の家族法理論によると，親子関係の成立は，親子関係の確認，否認，認
知を含む（33）。2001年婚姻法においては，親子関係の成立の制度が存在しなかっ
た。2011年施行された最高人民法院関与適用《中華人民共和国婚姻法》若干問
題的解釈（三）（以下，婚姻法司法解釈三） 2条は，「必要な証拠を提供しこれ
（29）　黄主編・前掲（ 3）88頁。
（30）　黄主編・前掲（ 7）2001頁。
（31）　黄主編・前掲（ 3）89頁。
（32）　黄主編・前掲（ 7）2001頁。
（33）　黄主編・前掲（ 3）123頁。
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を証明できる」ことを親子関係の否認の条件とする。なお，婚姻法司法解釈三
2条によって，親子関係の否認の条件があまりに緩和され過ぎたとして，身分
関係や家庭関係の法的安定性を損なうと指摘されていた（34）。また，民法典編
纂の際にして，親子関係の成立に関する明確かつ具体的な規定を設ける必要が
あるとの提案が多く出されていた（35）。
　以上のような背景のもとで，民法典1073条は，「親子関係に異議があり」か
つ「正当な理由がある」ということを親子関係の確認又は否認の条件にしてい
る。ところで，2018年の民法典草案は，「親子関係に異議がある」という条件
のみを満たせば，親子関係の確認又は否認の訴訟の提起を認めることにしてい
た。しかし，民法典は，親子関係の成立については，家庭関係における親子関
係の重大な影響，未成年者の権利の保護，社会秩序の安定などの要素を総合的
に考慮した上で，「正当な理由がある」という要件を必要としている（36）。
　多数意見は，ここでの「親子関係に異議があ」るということは，「父又は母
は，現存の親子関係が事実に反し，自分が子の生物学的父（母）である（では
ない）とする」（37）を意味しているとする。これは，この文言に対する当然の解
釈と思われ，生物学的な親子関係のほかに更なる解釈が必要とされると説く。
また，本条文に述べられている「正当な理由がある」に関する実体法上の解釈
指針がないため，具体的な事案ごとに個別の判断に委ねるほかない。
5 ．第 4章の解説
　第 4章は，協議離婚と訴訟離婚の手続とその要件，離婚と復縁による夫婦の
人身・財産関係に対する影響，子の扶養と養育費の負担に関する規定である。
新たな民法典の施行に伴い，以下の点に，重要な改正が行なわれた。
（ 1）協議離婚の冷静期間
　民法典1077条によって，協議離婚の場合には，婚姻登記機関が離婚登記の申
請を受け取った日から30日以内であれば，離婚登記の申請の撤回が，可能とな
る。ここで述べられた婚姻登記機関が離婚登記の申請を受理した日からの30日
は，夫婦双方に離婚に対する猶予期間を与え，熟慮した上での離婚の意思決定
を図るため，離婚冷静期間と呼ばれている。
（34）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）120頁。
（35）　石主編・前掲（ 9）1428─1429頁。
（36）　黄主編・前掲（ 7）2028頁。
（37）　石主編・前掲（ 9）1397─1398頁。
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　立法者によると，離婚冷静期間制度は，離婚率の上昇や電撃離婚・衝動的な
離婚の多発など社会現実のもとで，軽率な考えによる離婚を防ぐために設けら
れたものである（38）。また，立法者は，このような離婚の猶予期間の付与によ
って，夫婦が冷静に自分の婚姻状況，今後の生活及び離婚による家庭と社会に
対する影響を冷静に考慮することを促し，衝動的な離婚を差し控える効果を想
定した（39）。しかしながら，離婚前の相談・サポート体制，夫婦問題のカウン
セリングサービスなどの離婚に対する相談支援体制が欠けている現状では，こ
のような離婚の猶予期間中において，夫婦が真に冷静に離婚に関する諸事情を
熟慮することができるか否かについては，重大な疑義も出されている。
　また，同条文によって，離婚冷静期間が満了してから30日後，夫婦双方が離
婚証明書の発給を申請しない限り，離婚登記の申請が撤回されたものとみなさ
れることになってしまう。このように，離婚登記後の60日が経過しても，夫婦
の一方の黙示的離婚拒否の意思表示によって，離婚登記の申請が無効となる可
能性もある。その結果，協議離婚のハードルが大幅に上がった。この点につい
て，離婚冷静期間は，婚姻の自由を制限しているとの批判もある（40）。これに
対して，「婚姻の自由は，…限度のある自由である。離婚登記制度において
「冷静期間」を設置することは，当事者の離婚の自由を制限するものではなく，
当事者の意思を十分に尊重し，…時間の延長手続きによって，…一時的衝動に
よる浅はかな離婚を避けるためのものである。当事者の離婚の自由を保障で
き」るという見解がある（41）。離婚冷静期間が確実にこのような効果を達する
か否か，婚姻の自由が限度のある自由であるか否かに関わらず，離婚冷静期間
の定めは，少なくとも協議離婚の手続きに関する事実上の制限になっていると
考えられる。このような制限が，中華人民共和国憲法49条に規定する婚姻自由
の妨害禁止の原則及び民法典1041条の婚姻自由原則に反するかということは，
婚姻の自由に関する解釈によって決められることになる。
　さらに，夫婦の一方による DVや不倫など他方配偶者の人身安全・精神的健
康を著しく侵害する事情がある場合には，離婚冷静期間を置くと，被害者とし
ての他方配偶者の精神的苦痛を延長させることになるとの批判もある（42）。ま
（38）　黄主編・前掲（ 7）2037頁。
（39）　黄主編・前掲（ 7）2037頁。
（40）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）139頁。
（41）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編・前掲（ 1）139頁。
（42）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）608頁参照。
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た，加害者が被害者との接触のチャンスを作るために，上記の黙示的意思表示
による離婚申請の撤回という効果を狙って，離婚の同意をしてから，離婚証明
書の発給を申請しない可能性がでてくる。この期間が設けられたことにより，
加害者が悪意によって離婚手続を引き延ばすことが可能となるだけでなく，被
害者が肉体的な暴力を受けるリスクにさらされる可能性もある。
　また，既に述べたように，離婚冷静期間の定めによって，離婚登記後の60日
が経過しても，一方の配偶者の黙示的離婚拒否のため，離婚が不可能となるカ
ップルも出てくる。一方，民法典1079条の訴訟離婚を申立てる場合には，簡易
手続き（中華人民共和国民事訴訟法第13章）をとれば，最短 4～ 6か月で離婚
を成立させられることになる。このように，訴訟離婚と比較し，協議離婚の本
来の利便性も大幅に損なわれる。その結果，多くの夫婦は，訴訟離婚を申立て
ることへ向かうのではないかと予想される（43）。法曹人口が不足している現状
に鑑みて，離婚冷静期間の定めは，現場にさらなる負担をかけるおそれも否定
できない。
（ 2）離婚後の子の養育
　2001年婚姻法36条は，子の養育の問題について夫婦間の協議が整わない場合
には，「子の権益及び夫婦双方の具体的な状況」によってこれを定めると規定
している。これに対して，民法典1084条は，夫婦間の協議が整わないとき，夫
婦双方の具体的情況に応じて，「未成年の子に最も有利となるという（子の利
益）原則に基づいて」，子の養育の問題を決めると規定する。このように，「子
に最も有利となる」という原則が，離婚後の子の養育（子の利益）の原則とし
て明文化されている。これは，家族法の分野で，未成年の子に対する保護を強
化する大原則に立脚しているといえる（44）。
　子に最も有利となるという原則の適用に関して，子の利益は唯一の考慮すべ
き要素ではなく，主要な考慮すべき要素に過ぎないという説がある（45）。この
説は，子の扶養の権利に関する「裁判をするとき，唯一の考慮すべき決定的な
要素は，子の利益の最大化の原則である」（46）としている。この見解は，子の利
益の優先性を強調しているものの，原則と考慮要素を混同しているも批判とさ
れている。
（43）　《民法典立法背景与観点全集》編写組編・前掲（ 2）608頁。
（44）　江主編・前掲（18）861頁〔楊小利〕。
（45）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）163頁。
（46）　中国審判理論研究会民事審判理論専業委員会編著・前掲（ 1）164頁。
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　また，子に最も有利となるという（子の利益）原則のもとで，できる限り人
民法院の調停によって父母双方の合意の達成を促進し，父母に自立的・自発的
に子の養育の取決めをさせることが強調されている（47）。つまり，父母の間に
どうしても子の養育の問題に関する協議が整わない場合に限り，人民法院が父
母の養育能力と養育状況などの具体的状況に応じて，子に最も有利となるとい
う（子の利益）原則のもとで，子の養育の問題を定めると解されている（48）。
（ 3）無責配偶者の損害賠償請求
　民法典1091条は，離婚に過失のない無責配偶者は，損害賠償を請求できると
規定している。同条に挙げられている 5種の事由に基づき，無責配偶者が離婚
の損害賠償を請求できるとされている。この点に関して，民法典1091条は，
2001年婚姻法46条に規定する重婚など 4種の具体的な事由に，「その他重大な
過失がある場合」という抽象的事由を加えた。
　「その他重大な過失がある場合」という抽象的事由の補充は，包括的規定と
して，離婚損害賠償請求の適用範囲を拡張している。もちろん，2001年婚姻法
46条に規定する重婚など 4種の具体的な事由も，重大な過失ないし故意が要件
として認められている。しかし，司法実務における離婚原因としての過失や有
責性は，2001年婚姻法46条に列挙する 4種の事由以外にも，多く存在してい
る。そのため，この包括的規定の導入は，離婚損害賠償請求の適用範囲を拡大
することによって，過失のない無責配偶者に対する救済を強化し，離婚損害賠
償制度における有責配偶者の懲罰と違法行為の予防・抑止という機能を促進す
るものであると積極的に評価されている（49）。
6 ．第 5章の解説
　第 5章は，養子縁組制度について定めている。本章は，1998年に修正された
中華人民共和国収養法（以下，収養法）に基づくものである。収養法に比べる
と，民法典においては，養子縁組関係の成立に対する制限を緩和し，養子縁組
関係に関する地方政府の役割を強調している。特に，以下の点は，このような
特徴を大きく表わしている。
（ 1）養子となる者の条件
　民法典1093条によって，養子となる者の条件が緩和されており，以下の 2点
（47）　石主編・前掲（ 9）1448頁。
（48）　黄主編・前掲（ 7）2057頁。
（49）　黄主編・前掲（ 7）2071頁参照。
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でこの傾向を看取できる。
　①収養法の立法の際には，14歳以上の未成年者が既に一定程度の判断能力を
持っており，養子になっても養父母と緊密な関係を築くことが困難であること
に鑑みて，同法 4条において養子となる者は14歳以下でなければならないとい
う制限を設けていた。しかし，この年齢制限に対し，中国の社会現実からみれ
ば，むしろ14歳以上の子による養子縁組をより重視すべき，14歳以上の未成年
者にも一般家庭の子と同等の経済支援が必要である等の意見（50）も存在してい
る。このような意見を考慮して，民法典は，この養子となる者に対する年齢制
限を撤廃し，養子となる者の範囲を拡張し，14歳以上18歳以下の未成年者も，
養子の対象とすることにした。
　②収養法 4条は，養子となる者の範囲を実父母を探し出せない「乳児と児
童」に限定している。ここでの「乳児と児童」は，誘拐・人身売買されたゆえ
に実父母と連絡を取れない子であると解されている。しかし，誘拐された子の
父母は，必ずしも自らの意思で子に対する権利を放棄したとは限らない。その
ため，このような子を養子にすることは，正当であるかが問われていた（51）。
民法典1093条は，未成年者の利益を考慮し，「乳児と児童」という対象上の限
定を排除し，養子となる者の範囲を実父母を探し出せないすべての「未成年
者」に拡張した。このように，乳児と児童のような年齢が低い子以外の誘拐・
人身売買された未成年者も，救出後の一定期間を経てから，実父母との連絡を
取れないときに，養子になれるとした。今回の改正は，これらの未成年者の福
祉に資すると積極的に評価されている（52）。
（ 2）養子の数に対する制限の緩和
　収養法 8条は，養子の利益の確保と当時の計画出産政策（「一人っ子政策」）
の観点から，養親となる者は，一人のみを養子とすることができると規定し
た。政府による全面二人っ子政策の施行に合わせるために，民法典1100条によ
って，子のない養親の養子の人数上限を 2人に緩和した。
　養子の数の上限の緩和に関して，養子縁組制度は，生育行為を調整する国の
生育政策と異なり，養親と養子との私法上の関係を規制するものであり，国の
（50）　黄主編・前掲（ 3）192─193頁，中国審判理論研究会民事審判理論専業委
員会編著・前掲（ 1）203頁参照。
（51）　江主編・前掲（18）881頁〔張娜〕。
（52）　黄主編・前掲（ 3）192─193頁，中国審判理論研究会民事審判理論専業委
員会編著・前掲（ 1）204頁。
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人口政策や産児制限の政策と関係ないため，養子の人数上限を完全撤廃すべき
であるという意見がある。これに対して，養子の生活条件などの利益を十分に
確保するために，養子の数の制限を完全に撤廃することはできないと反対する
見解もあった。立法者が，後者の意見に賛成して， 2人までとする規定にし
た（53）。いずれにしても，養子の利益の観点から，家庭の具体的状況に応じて，
養子の数による養親の経済能力など養育環境に対する影響を十分に勘案した上
で養子縁組をすることが望ましいとされている。
（ 3）養子縁組評価制度
　民法典1105条は，養子縁組関係の成立の形式要件に関する規定である。同条
文は，収養法15条に規定する要件を根本的に変更していないが，養子縁組成立
前の養子縁組評価制度を新設した
　養子縁組評価制度は，過去の養子縁組をする能力の評価の試行的事業の結果
を踏まえて，導入されたものである。2012年と2014年にて，中国は，世界各法
域の養子縁組に関する調査・評価体制を参考にし，全国規模で養子縁組をする
能力の評価事業を試行的に実施した。試行的事業の結果によると，多くの試行
地域では，ソーシャルワークの方法を利用し，養子縁組をする動機・家庭の状
況・養子となる者の能力などに対して，客観的かつ妥当な評価が実施されてい
た。この評価試行事業の良好な効果に基づき，民法典は，養子縁組評価制度を
正式に導入することにした（54）。
　なお，民法典においては，養子縁組評価制度の具体的な内容については規定
していない。この点に関しては，評価の内容は，扶養能力に対する評価（養子
縁組関係成立の前に，養親となる者の動機，扶養計画，経済能力，教育能力を
総合的に評価すること），養子縁組関係の現状の調査（養子縁組登録の前に，
養親となる者と養子となる者の間の関係・両者の意思などを調査すること），
養子縁組成立後の調査（養子縁組成立後，養親と養子との共同生活の状況を調
査して評価する）を含むべきであるという提案がある（55）。また，立法者によ
ると，将来，養子縁組評価の基準・手続・条件・範囲などの内容は，政府によ
って本条文に基づいて策定されるべきであると解されている（56）。
（53）　黄主編・前掲（ 3）214頁。
（54）　黄主編・前掲（ 3）230頁。
（55）　楊主編・前掲（14）239頁。
（56）　黄主編・前掲（ 3）231頁。
